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研究テーマ 地域コミュニティの支援施策のあり方 

期間 平成２１年６月４日～平成２２年２月１２日（計１６回） 

修了者 ９人（横須賀市、鎌倉市（２）、茅ヶ崎市、逗子市（２）、座間市、

開成町、センター職員） 

アドバイザー 法政大学法学部 教授 名和田 是彦氏 

研究の概要  地域住民の価値観が多様化し行政が財政的に厳しくなった現状

においては、地域住民と協働してまちづくりを進めていくことが必

要となる。そこで、「幅広い世代や多様な住民層の参加」「異なる分

野・立場の人々の連携」「地域コミュニティを担う人材の育成・確

保」「新しいニーズへの対応」の４点に着目し、様々な事例を視察

研究していった。 

その結果、「行政から地域に対して行うこと」「行政から行政自ら

に対して行うこと」「行政と地域の両者で行うこと」の３つの分野

について提言を行った。 
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